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本稿は，２０１９ 年４月に施行された特定技能の介護分野における外国人労働者受入れに関して，

フィリピンとベトナムの移住システムの特徴と違いを考察し，受入れが進まない理由を分析した。

人の移動は送出し国と受入れ国の政治・経済・社会の変容をもたらす広範な過程であり，送出し国

の制度と状況を理解せず，日本政府の一方的な政策によって制度を運用することはできない。調査

の結果，斡旋機関に対する管理を通して政府規制型市場媒介移住システムが形成されており，第１

に送出し国は移住者の権利擁護の制度を構築していること，第２にすでに技能実習制度による利権

構造が形成していることから，特定技能による受入れが阻まれているという２つの異なるベクトル

を有していることが明らかになった。現在の移住システムは，低賃金を前提とした定住拒否型の政

策をとっている日本が送出し国において創り出したものであり，移住の全過程における移住者の権

利と労働環境を保障するものではない。介護分野における国際移動の政策は，人間の命と尊厳を支

えるという介護の基本理念に基づき，介護職をどのように育てていくのかという長期的なビジョン

及び介護のキャリアパスや移住者の家族との暮らしを可能にする制度設計が求められている。そし

て安全で秩序だった移動を保障するためには，国際的な行動規範に則った送出し・受入れ機関のモ

ニタリングと評価による制度の透明性と信頼性の確保が不可欠である。

はじめに

２０１９ 年４月より施行された改正出入国管理及び難民認定法（以下，入管法と略）によって，日本

における介護での就労の在留資格は４種になり，一貫した移民政策なき移住介護労働者の受入れが，

受入れ国と送出し国の複数のアクターに混乱をもたらしているといわざるを得ない。

日本は，２０１８ 年に ６５ 歳以上は人口の ２８．１％，７５ 歳以上は １４．２％と世界でも経験したことのな

い超高齢社会となっており，厚生労働省によれば ２０２５ 年時点で不足する介護労働者は ３７．７ 万人と

推計されている（厚生労働省 ２０１７ 年８月 ２３ 日）。こうしたなか，日本人の介護労働者の不足から，移

住介護労働者の受入れは不可避という介護現場の切実な声もある。しかし，実態として特定技能に
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おける介護分野の受入れは当初の予定より進んでいない。

２０２０ 年２月現在，日本で働く移住労働者の多くは東南アジアから募集・採用されている。フィリ

ピンとベトナムが位置する東南アジアは約６億人の人口を有し，アセアン（Association of South-East 

Asian Nations：ＡＳＥＡＮ）経済圏を形成する巨大な労働市場である。２０１８ 年の実質経済成長率はフィ

リピンが ６．２％，ベトナムは ７．１％であり，急速な経済成長を遂げている（ＪＥＴＲＯ， ２０１８）。アセア

ン域内の人の移動については医師や看護師，会計士などの専門職については相互認証協定が締結さ

れている一方，ほとんどの移住労働者は非熟練労働分野で就労しており，専門職と非熟練労働者の

人権擁護の状況には懸隔の差がある。アセアンからは東アジアや湾岸諸国への送出しも活発であり，

国際条約の批准や移住労働者の保護が大きな課題となっている（ＩＬＯ＆ＡＤＢ， ２０１４；ＨＲＷＧ， ２０１８）。

特に，フィリピンとベトナムは移住労働者の送出し国として知られ，日本で暮らす東南アジア出身

者のうちの約 ４０％ずつを占めている。２０１９ 年の海外からフィリピンへの送金額は約 ３５０ 億ドルで

あり，同年のＧＤＰの ９．８％を占める。ベトナムの海外送金は約 １６６ 億ドルであり，ＧＤＰの ６．４％

を占め，国内経済が海外労働者に依存している傾向がうかがえる（World Bank， ２０１９）。

そこで，本稿では，日本において移住介護労働者の需要があるにもかかわらず，新たな特定技能

の在留資格による受入れが進まない背景要因を，フィリピンとベトナムにおける質的調査から考察

する。そして，送出し国の政府と移住産業の思惑と両国の違いを提示しつつ，移民政策における国

際的水準の人権保障に基づいた制度設計と運用の透明性が日本における移住介護労働者の就労のカ

ギとなるのではないかと提案する。

具体的には，第１節で移住に関する理論枠組を確認し，調査概要を提示する。第２節で現在，介

護分野の就労を目的とした在留資格であるＥＰＡ（Economic Partnership Agreement，経済連携協定）介護

福祉士（候補者），在留資格「介護」，技能実習「介護」，特定技能「介護」の特徴を確認する。第３

節でフィリピンにおける政府主導の移住システムの制度化の現状，第４節ではベトナムにおける政

府規制による移住システムの成立と移住産業の規範形成について考察する。特定技能制度は始まっ

たばかりであり，２か国の調査も暫定的で断片的な側面が強い。しかし，人の移動は送出し国と受

入れ国の政治・経済・社会の変容をもたらす広範なプロセスであり，送出し国の制度と状況を理解

せず，日本政府の一方的な政策によって制度を運用することはできない。ここで提示する知見は中

間報告の域を出ないが，送出し国における移住労働者の権利擁護を含めた移住システムを検討し，

定住拒否型の受入れ国が創り出した送出し国のゆがんだ利権構造によって特定技能での受入れが阻

まれていること，移住の全プロセスにおける移住者の権利と労働環境を保障していないことを指摘

しつつ，２１ 世紀の国際社会で海外から介護労働者を迎え入れるために日本社会に求められているこ

とを提示できればと考える。

１　政府規制型市場媒介移住システム

外国人労働者の受入れに関して，日本での労働実態や産業構造としては，二重労働市場論ある

いは複層市場論として検討されているが（上林， ２０１５；津崎， ２０１８），移住過程を分析する移住システ
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ム論としては斡旋組織による労働力募集の制度化や出入国管理政策として論じられてきた（鈴木， 

２０１７；髙谷， ２０１９ 等）。確かに，技能実習制度や特定技能での移住は，送出し機関，受入れ機関（監理

団体，登録支援機関）があり，移民ネットワークという個人的紐帯を基軸にした移住とは形式的に異

なる。しかし，今回の調査から，送出し機関内に移住経験者が代表や従業員としており，両国を拠

点とした移民ネットワークを利用しつつ情報収集等を行っていることから，移民ネットワークを埋

め込んだ市場媒介型移住システムの一面がうかがえた。

本稿では，関係する諸アクターの動向の現状分析に焦点を置くため，理論的検討を留保するが，

樋口直人の「国際移民の組織的基盤―移住システム論の意義と課題」（２００２）を出発点として，移

民ネットワーク型と市場媒介型の移住システムについての枠組を提示しておきたい。樋口は理念型

として「相互扶助型移住システム」と「市場媒介型移住システム」に分類し，前者を互酬，後者を

市場交換の媒介形式をとるものとしている。「相互扶助型移住システム」では，移住の機会は互酬的

集団への帰属が条件となり，特定のコミュニティに偏った移住層の拡大がみられ，特定の出身地か

ら移住先のコミュニティへの移動が規則的に生じやすい。一方の「市場媒介型移住システム」では，

移住できるか否かは渡航費用の支払い能力により，出身地も多様であり，労働市場の状況によって

移住先も変化する（樋口， ２００２）。

しかし，アジア域内の労働力移動は政府による規制を受けており，政府の直接間接の介入により

移住システムが形成されている （Lindquist et. al.， ２０１２）。本稿で取り上げるフィリピンやベトナムも

政府が海外就労専門の政府機関を設立し，法律を制定し，送出し機関は政府の認可を受けなければ

ならない。日本においても入管法の改正に伴い，２０１９ 年４月に出入国在留管理庁（以下，入管庁）が

設置され，送出し国との間に特定技能に関する二国間協力覚書が複数の省庁により締結され，登録

支援機関は法務省に登録申請を行うなど明確な政府の関与の下で制度が制定されている。民間の送

出し機関による市場媒介型移住システムも，国家権力の内部にあるのである（Xiang， ２０１２）。

さらに今回調査した技能実習や特定技能の移住システムにおいては，移住経験者が送出し機関に

多く関与しており，移住先においても送出し機関が支援や管理をしているケースが聞き取れた。し

たがって，移住費用の徴収という点で純粋な「相互扶助」という互酬性はないが，出身地での社会

関係資本から切り離された移住ではなく，むしろ移住経験者による日本での知識や技術が投与され

た研修・支援システムを通した移住となっている。特に介護分野のように送出し国にはない職種の

場合，研修ができる教員は日本で介護に従事した経験のあるＥＰＡ介護士にほぼ限られており，帰

国者は更なる送出しのための貴重な人材として迎えられている。Ｋ．ポランニーの提示する経済的

統合の主要なパターン①共同体における「互酬（reciprocity）」，②政府の関与する「（行政的）再分配

（redistribution）」，③市場における「交換（exchange）」（Polanyi， １９５７＝２００９）の視角を取り入れるな

らば，この移住システムは，移民ネットワークを埋め込んだ政府規制型市場媒介移住システム，す

なわち国家規制下の互酬性内在型市場による移住システムと言えるのではないだろうか。

今回の調査概要は，２０１９ 年８月 ２６ 日－ ３０ 日のフィリピン・マニラ，２０１９ 年８月 ３１ 日－９月６

日のベトナム・ハノイでの現地調査（フェリス女学院大学・小ヶ谷千穂教授，巣内尚子氏と共同調査），お

よび８月から９月にかけての表１の送出し機関，関係省庁への半構造化インタビューをもとにして
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いる。

２　介護の在留資格別特徴

日本人配偶者等などの身分による在留資格での移住介護労働者を別にすると，現在，日本の介護

分野における在留資格は４種類になっている。① ２００８ 年に始まったＥＰＡ介護福祉士（候補者）の

特定活動（ＥＰＡと略），② ２０１７ 年９月からの在留資格「介護」，③ ２０１７ 年 １１ 月からの技能実習制

度「介護」，④ ２０１９ 年からの「特定技能１号」の介護である。それらの特徴を比較すると表２のよ

うになる。

資格取得という目的があるため待遇面と費用面で恵まれているのはＥＰＡであり，他の３資格を

比較すると在留資格「介護」＞特定技能１号「介護」＞技能実習「介護」の順で，労働者としての

自由度が高く，権利が保障されている。しかし，在留資格「介護」は前段階の専門学校生の時に，

奨学金を介護施設から受け取り，その返済としての当該介護施設への「お礼奉公」が含まれており，

在留資格の説明通りの自由度が保障されているわけではない。

特定技能の介護分野での移住労働者の受入れは初年度 ５０００ 人で，５年間で５～６万人程度とも

いわれているが，受入れは進んでいない。４つの介護の在留資格の特徴は表１に示したように，そ

れぞれ要件，働ける事業所等の範囲も異なる。同様の能力・技能であったとしても，自治体や地域

差，事業所の裁量，雇用形態，男女差の賃金格差がある準市場において「日本人と同等」の賃金や

待遇は，事業所ごとに異なる格差が反映されることを意味している。また，４つの制度は移住労働

者の学歴や経験を評価することなく乱立しており ＊１，介護の専門性と待遇にも連動していない。制

度間の調整もなく，介護労働のキャリアパスも提示できておらず，このままでは介護労働の社会的

地位も外国人の社会的地位も低下することが懸念される（小川， ２０１９）。移住労働者が安定した在留

資格を持ち，キャリアアップするための道筋が開かれることは，介護施設にとっても質の高い介護

労働者を安定的に確保することにつながる（図１）。そのためには乱立する制度を整理し，「永住・定

住－有資格」の象限に移住労働者が移行できるような制度と支援が必要である。

そして，介護労働者の不足に各利害関係者たちの要求に場当たり的に対応してきた移民政策のた

め，送出し側も受入れ側も制度をよくわかっているとは言えない。今後は，技能実習で３年，その

後に特定技能に在留資格を変更し，計８年間で介護福祉士資格を取得した人が在留資格「介護」に

表１　調査対象一覧
フィリピン 送出し機関（４社） ベトナム 送出し機関（２社）

海外雇用庁（ＰＯＥＡ） 海外労働局（ＤＯＬＡＢ）
ベトナム送出し機関協会（ＶＡＭＡＳ）

日本大使館 日本大使館
国際交流基金 国際交流基金

Philippine Overseas Employment Administration （POEA）
Department of Overseas Labour （DOLAB）
Vietnam Association of Manpower Supply （VAMAS）
出典：定松・小川作成
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表２　介護分野での外国人受入れ在留資格
ＥＰＡ介護福祉士候補者 在留資格「介護」 技能実習「介護」 特定技能１号

制度の主旨 ⼆国間の経済連携の強化
専⾨的・技術的分野の外国
⼈の受⼊れ

本国への技能移転
⼈⼿不⾜対応のための⼀定
の専⾨性・技能を有する外
国⼈の受⼊れ

開始時期 2008 年 2017 年 9 月 1 日～ 2017 年 11 月 1 日～ 2019 年 4 月 1 日～

在留許可 特定活動 介護 技能実習１号， ２号， ３号 特定技能１号

就労期間
４年間。介護福祉士取得者
は永続的 （在留期間更新の
回数制限なし）

介護福祉士取得者は永続的 
（在留期間更新の回数制限
なし）

１号 （１年目）， ２号 （２－
３年目）， ３号 （４－５年目） 
で最長５年

１年， ６か月または４か月
ごとの更新，通常で上限５
年まで

応募要件 看護学校卒業など
介護養成校での介護福祉士
資格取得者

入国時に基本的な日本語を
理解
２年目は日常的に使う日本
語をある程度理解

一定の日本語能力
介護の技能

日本語

フィリピン人・インドネシ
ア人：Ｎ４程度以上※（訪日
前６か月研修）
ベトナム人：Ｎ３以上 （訪日
前 １２ か月研修）

Ｎ２以上が想定されている
日本語能力試験Ｎ４程度以
上
２号はＮ３以上が望ましい

⽇本語能⼒判定テスト（仮） 
等および介護⽇本語評価試
験 （仮） （技能実習２号を修
了した者は試験等免除）

技能水準 看護学校等の修了
介護養成校修了と
実務経験

団体監理型技能実習の場合
は，従事しようとする業務
と同種の業務に外国におい
て従事した経験を有する， 
または技能実習に従事する
ことを必要とする特別な事
情があること。

介護技能評価試験（仮）で
確認 （技能実習２号を修了
した者は試験等免除）

訪日後研修・
実習　　　

フィリピン人・インドネシア
人：研修６か月
ベトナム人：研修 ２．５ か月

制度としてはない
研修２か月
実習６か月

介護報酬上の
配置基準算定

フィリピン人・インドネシア
人：研修 １２ か月後
ベトナム人：研修 ８．５ か月

就労と同時 ８か月後 就労と同時

就労場所・
業務　　

施設内の介護業務， および
施設が運営する訪問介護
サービスの業務

制限なし，法人内での配置
転換も可能

・「介護」 の業務が現に行わ
れている事業所

（注） 訪問系サービスは対
象外，夜勤は２年目から

・必須業務：⾝体介護 （⼊
浴， ⾷事， 排泄等の介助
等） 
関連業務：⾝体介護以外
の⽀援 （掃除， 洗濯， 調理
等）， 間接業務 （記録，申
し送り等） 
周辺業務：その他 （お知ら
せ等の掲示物の管理等） 

・⾝体介護等 （利⽤者の⼼
⾝の状況に応じた⼊浴，
⾷事，排せつの介助等）
のほか， これに付随する
⽀援業務 （レクリエー
ションの実施， 機能訓練
の補助等）

（注） 訪問系サービスは対
象外

家族帯同 国家試験合格後に可能 可能 不可 不可

雇用契約 受入機関との直接雇用契約 受入機関との直接雇用契約 受入研修機関との雇用契約 受入機関との直接雇用契約

送出し国
インドネシア
フィリピン
ベトナム

制限なし

ベトナム，中国，フィリピン，
インドネシア，タイ，カンボ
ジア，ミャンマー，モンゴル，
ラオス，スリランカ，ネパー
ル，マレーシア，バングラデ
シュ，インド，ペルー，メキ
シコ，ウズベキスタン，ブー
タン ，サウジアラビア，キル
ギス

ベトナム，中国，フィリピン，
インドネシア，タイ，カンボ
ジア，ミャンマー，他１か国
を優先的に受け入れる

※入国時の日本語要件。Ｎ４程度以上の「程度」とは，年２回の日本語能力試験を入国までに受験できるとは限らず，研修時に受
けた日本語試験に準拠したレベルとなるため。ＪＩＣＷＥＬＳに 2020 年３月２日電話にて確認。
出典：定松 （2019） をもとに，厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会第169回資料２「新たな在留資格「特定技能」について」（2019
年 3 月 6 日），厚生労働省第 12 回外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会「ＥＰＡ介護福祉士の就労範囲に訪問系サービス
を追加するに当たっての必要な措置について」（2016 年 9 月 6 日）等により作成



33移民政策研究　第 １2 号

なるように考えられているという見方もあるが ＊２，それは受入れ施設による費用負担と本人の努力

に委ねられている。

３　特定技能の送出しをめぐる諸アクターの交渉：フィリピン

⑴　送出し大国としてのフィリピンと再生産領域における移住労働の女性化

フィリピンは長い海外就労の歴史を持つアジア有数の送出し国の１つである（小ヶ谷， ２０１６；長坂， 

２００９；Rodriguez， ２０１０）。フィリピンの特徴は送出しの人数が多いということに留まらず，看護師や

家事労働者など「移住労働の女性化」と呼ばれる社会現象を先駆けて形成してきたことや，移住労

働者の送出しが制度化されていることがあげられる。

２０１６ 年には ２５０ 万人が海外で就労しており，アジア域内ではシンガポールに １７ 万人，香港に

１２ 万人，台湾に６万 ５０００ 人が渡航しており，日本へは新規雇用者の目的地の第８位で約１万 ５０００

人を送り出している。２０１６ 年のフィリピン人海外就労者の新規雇用者 ５８ 万人のうち最大の職種は

家事労働者の ２７ 万人であり，看護師の約２万人，在宅ケア労働者の ８０９５ 人と併せると広義の「ケ

ア労働」と言われる職種が海外就労の全職種の約 ５０％以上を占めている（ＰＯＥＡ， ２０１６a）。

移民研究では国際移動とジェンダーに関する研究が行われてきたが，歴史家のチョイはフィリピ

ンが移住労働の女性化のフロンティアとなったのは，アメリカ植民地時代に形成されたフィリピン

人看護師の国際移動に始まることを指摘する。チョイはフィリピン人の海外就労職種は看護師のみ

ならず家事労働者や介護士にまで広がっており，ジェンダー化され人種化された労働の商品化とい

う点では共通点があることを述べている（Choy， ２００３：１８８－１８９）。そして，フィリピン人看護師の国

 配偶者 EPA
介護福祉士

介護
留学生

EPA
候補者一般

留学生

技能
実習生

特定技能

無資格 有資格

永住・定住

一時滞在

介護福祉士

図１　介護の資格と市民権
出典：小川作成



34 Migration Policy Review 2020 Vol. 12

際移動は個人の経済的動機によるものではなく，アメリカ帝国主義による国際移動の制度化による

ことを主張し，フィリピンを「ケアの帝国」と呼ぶ。

フィリピンがケア労働の商品化を推し進めたのは，技能訓練機関による家事労働者やケアギバー

などの研修と政府による資格認定の仕組みによってである。技能訓練は労働の質を向上させ，労働

者の専門性を高めるという側面を持つが，その職種がジェンダー化された労働に集中してしまっ

たためフィリピン人に対する人種的なステレオタイプを強化する結果にもなっている（Guevarra， 

２０１４）。

⑵　移住システムの形成過程

フィリピンが現在のような送出し大国になるうえで，政府は大きな役割を果たしてきた。１９７４

年に停滞した経済と国内の失業問題を打破するために，マルコス大統領は海外出稼ぎを奨励する労

働法を発布した。この労働法は市場を政府の管轄下に置き，送出し機関を認可制にして悪質な業

者を排除し，労働者の直接雇用を禁止し，斡旋料として徴収できる費用を明確化し，海外で就労

する際の労働条件を規制している。１９８２ 年には労働雇用省傘下にフィリピン海外雇用庁（ＰＯＥＡ：

Philippine Overseas Employment Administration）が設立され，１９９５ 年には移住労働者と海外在住フィ

リピン人法（Migrant Workers and Overseas Filipino Act：ＲＡ８０４２）が成立し，移住労働者の権利擁

護が強化された。また送出し機関に対する規制も強化され，違法行為には最高で終身刑が適用され，

認可を取り消されれば２度と会社が設立できなくなるなど厳罰化が進んだ。送出し機関は移住労働

者の保護と福祉に対して責任があり，移住労働者の雇用契約の遵守，移住労働者が解雇された場合

の帰国や，死亡した場合の遺体の返還に至るまで責任を有する。

ＰＯＥＡの関係者によればこのように送出し機関を規制するのは「移住労働者の権利を擁護するた

め」であるという ＊３。送出し機関は法令遵守や労働者に対する福祉などの指標によってＰＯＥＡに評

価され，４年に一度免許を更新する際には研修を受けることが義務付けられている。送出し機関は

常に最新の政策や法律について熟知していなければならず，この研修を義務付けてから違法行為は

激減したという。つまり政府は，国家主権の及ばない領域において，送出し機関に自国民保護の機

能をアウトソーシングすることによって，移住労働者が公正な環境で就労できるよう統治している

のである。

さらに，フィリピン政府は移住労働者の保護のためにフィリピン人が多く就労している国には

フィリピン海外労働事務所 （ＰＯＬＯ：Philippine Overseas Labor Office）を置き，ＰＯＥＡの労働担当

官と海外労働福祉庁（ＯＷＷＡ：Overseas Workers Welfare Administration）のカウンセラーなどを派

遣している。ＰＯＬＯはＰＯＥＡとＯＷＷＡの海外出先機関として移住労働者の労働問題のモニタリ

ングと支援，雇用契約書の審査，受入れ国における政策変更などをＰＯＥＡに報告する責務がある。

ＰＯＬＯは法令遵守が行われているかどうかのモニタリングを行う他，移住労働者から支援を求めら

れた場合には雇用主とフィリピン人労働者の３者による話し合いを設定することとなっている。在

東京フィリピン大使館内のＰＯＬＯの ２０１９ 年の報告によれば，５８１９ 件の契約書を審査し，６１ の企

業のモニタリングを行い，３８４１ 件の雇用主を登録している（ＰＯＬＯ， ２０１９）。
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なお，フィリピンの送出し機関は雇用契約書をＰＯＥＡに提出し，許可を受けなければ労働者

を送り出すことはできず，移住労働者は事前にＯＷＷＡが行う出国前研修 （ＰＤＯＳ：Pre-Departure 

Orientation Seminar）を受けなければ出国することはできない。ＰＤＯＳでは移住労働者の権利と義務，

就労環境や労働条件，医療や安全に関する情報とＰＯＬＯの連絡先などが伝えられる。筆者が参加し

たＥＰＡ看護師・介護士のためのＰＤＯＳでは，出国手続き，契約書，行動規範，日本についての基

礎情報，海外送金の方法などが１日かけて伝えられていた。また海外で就労するフィリピン人労働

者は海外雇用証明 （ＯＥＣ：Overseas Employment Certificate）を持っているため，ＰＯＥＡ／ＰＯＬＯ

は誰がどこで就労をしているのかについて把握している。仮にＰＯＥＡ／ＰＯＬＯに届けることなく

雇用主を変更した場合には，その労働者は帰国した際に再出国ができなくなる可能性がある。なお，

日本はＩＬＯ条約 １８１ 号（民間職業仲介事業所条約）を批准しているため，フィリピンでは法律により

技能実習生が斡旋料を負担することは禁止されている ＊４。

フィリピン人の海外就労は国家の発展戦略の一部であり，政府は送出し機関に対する規制と

ＰＯＬＯを通じた遠隔統治という２つの方法によりトランスナショナルに移動するフィリピン人労働

者の保護を行っているのである。

⑶　日本への送出しシステムと問題点

上記のようにＰＯＥＡ／ＰＯＬＯは移住労働者の権利擁護について明確な方針を有しており，特定

技能に関してもフィリピン政府は省令を発布している ＊５。特定技能の在留資格で就労するフィリピ

ン人 ＊６ はＰＯＥＡ／ＰＯＬＯに登録し，ＯＥＣを発行してもらわなければならない。ＰＯＬＯは特定技

能フィリピン人を雇用する雇用主に対して事業許可証，雇用しているフィリピン人社員のリストと

在留資格と連絡先，会社の登記簿謄本，同様の業務に従事している日本人の給与証明，フィリピン

の送出し機関のライセンス，給与明細，契約書などを予め提出することを求めており，書類が整っ

たと見なされれば英語かタガログ語による面接が行われる。語学能力が不十分な場合には，通訳に

よる援助を受けることができる。なお，申請を行うことができるのは雇用主のみであり，登録支援

機関は申請の代行を行うことはできない。

これまでにも数えきれないほど移住労働者に対する人権侵害を経験してきたフィリピンは，そこ

から得た教訓をもとに現在のような制度を築いてきた。日本の法務省は，フィリピンの法制度と手

続きについてホームページ上で簡単に紹介し，必要書類についてはＰＯＬＯのホームページのリンク

を貼っているが，英語の省令が理解できる雇用主がどれくらいいるだろうか ＊７。雇用主は，入管庁

による手続きに加え，ＰＯＥＡ／ＰＯＬＯの手続きを済ませなければフィリピン人を合法的に雇用す

ることはできない。しかし，監理組合を介さない特定技能において，地方の中小企業の雇用主が上

記の手続きを行うことは大変な困難を伴うため，経済的にも事務手続の点でも特定技能の制度にお

いてフィリピン人労働者を雇用するハードルは高い。

他方，フィリピン人技能実習生の失踪者数は少ない。その理由は，フィリピン政府による権利擁

護の仕組みが確立しており，移住労働者が借金を抱えていないことやトラブルに遭遇してもＰＯＬＯ

が問題解決の責任を担っているため，そして送出し機関における選抜機能が作用しているためであ
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る。つまり，制度の透明性と問題解決や救済の仕組みの存在によって，フィリピン人移住労働者は

リスクを冒してまで失踪する必要がないのである。また，送出し機関は移住労働者が日本の労働慣

習に適応できるかどうかを事前研修等でスクリーニングしており，日本企業の人事部の機能と政府

および監理団体の外国人労働者に対する管理・保護機能のアウトソーシングが深化しているという

ことでもある。

２０１９ 年，日立製作所笠戸事業所において技能実習法違反が認められ，１００ 名近くのフィリ

ピン人技能実習生は在留期間が切れ，帰国した。日立製作所は経団連会長企業であり，認定計

画に従って実習をしていなかったとして改善命令が出されている。フィリピン政府は，技能実

習生を日立や三菱自動車や日産などに斡旋してきた大手の監理組合である協同組合フレンド

ニッポンに対して受入れ停止措置を命じたと報じられている（中国新聞，２０１９a）。そして，帰

国した技能実習生から聞き取りを行い，連帯責任としてフィリピン側の送出し機関を送出し

停止とした。一方で，日本側の監理組合である協同組合フレンドニッポンは，２０１５ 年 １１ 月に

ＡＰＥＣ（Asia Pacific Economic Cooperation, アジア太平洋経済協力）首脳会議のためにマニラを訪問した

安倍首相に同行した昭恵夫人が訪問したことが外務省のホームページに掲載されており ＊８，２０１９ 年

１２ 月の時点で技能実習機構の「許可監理団体（一般）」及びその英訳である「Licensed Japanese 

Supervising Organizations（Excellent）」に名前があげられている。Excellent と書かれていれば

事業運営が「優良」な監理組合であるという印象を持つが，その基準は実習実施状況の監査や業

務体制，技能の習得，法令違反がない等で １２０ 点中６割以上とされており，あまり厳格ではない。

２０１９ 年６月に入管庁がフレンドニッポンに対して調査を行っていると報じられているが（中国新聞，

２０１９b），半年以上たっても同庁のホームページには結果の記載はない。ＰＯＥＡ／ＰＯＬＯが送出し機

関に対して厳格に対応しているのとは対照的に，日本では移住労働者の権利擁護が最優先となって

いるとはいいがたく，制度の透明性が確保されているとは言えない。

入管庁はすでに就労している １４６ 万人の「労働者」に加え，地方に分散して就労する計画の最大

３４ 万人の特定技能の労働者に対して僅か ５０００ 人余りの職員で対応しなければならず，労働基準監

督署や各国大使館との連携，ワンストップセンターの質の確保など課題山積で，本当に機能するの

か大いに疑問が残る。現在，日本の監理団体や介護施設はカンボジアやミャンマー等へと募集をシ

フトしてきているが，労働者の権利擁護という点からは課題が大きいことから，人権侵害が引き続

き生じることが懸念される。

日本政府の関係者は「フィリピン政府は多くの国に労働者を送っているため，いろいろと比較で

きる立場にあり，政権としてフィリピン人労働者の安全や安心を重視している」と述べる。そして，

「（日本で就労する）フィリピン人に何か問題があれば，（フィリピンの）政権の基盤を揺るがす問題に

もつながる。（中略）ベトナム人労働者に起きているのと同じようなトラブルがフィリピン人に起こ

れば大変なことになる」と続ける ＊９。フィリピンの送出し制度は海外自国民の保護という観点から

形成されており，移住労働者に対する人権侵害が外交問題に発展したケースも多い ＊１０。移民政策が

不在のまま移住労働者や留学生を受け入れ続けている日本政府は学ぶべき点が多いと言える。
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送り出し国
(POEA/DOLAB) 出入国在留管理庁

送出し機関

募集
日本語と

介護基礎的知識
の研修

雇用契約
受入れ機関

支援計画
の実施

支援委託契約
（月額契約料）

登録支援機関
(2020年1月30日現在 3724件認可)

手数料（研修・渡航費を含む）
試験
(技能,日本語，
介護の日本語)

転職場の自由
（登録支援機関も変更）
家族の帯同不可

認可・
認可取消し 届出登録

登録抹消 指導・監督

人事部のアウトソーシング

ILO-181により
労働者の費用負担なし

図２　特定技能　登録支援機関を介した雇用
注）今回の調査から図化したものであり登録支援機関と送出し機関は直接関係がない場合もある。
出典：厚生労働省（2019 年），出入国在留管理庁（2019）および調査をもとに定松・小川作成

⑷　特定技能の導入を阻む外国人技能実習制度

特定技能の場合，日本にいる移住者が介護の雇用主との雇用契約を前提に滞在資格を取得する

ルート，海外にいる希望者が送出し機関から日本の職業紹介が可能な登録支援機関を介して介護雇

用主と雇用契約を結び働くルート，登録支援機関を介さずに介護雇用主と直接雇用契約を結ぶルー

トがある（図２，図３）。

ベトナムの節で述べるように，今にでもすぐに送り出せる状態，そして日本側では彼女・彼らの

来日を待っている施設があり，フィリピンでは試験が行われすでに合格者も出ているが，送出し側

の事情によって停止している。それは，技能実習制度において，現地の送出し機関が大きな利益を

得ており，特定技能においてはその利権が継続するのかどうか不確定な部分もあり，送出し機関が

移住労働者に対する責任を持たなければならないこと，そのための費用の相場が決定していないこ

とによる。その利権構造は送出し国によって異なる。

フィリピンからの技能実習生の場合，事前の日本語等の研修費用や旅費等は日本の雇用主負担で

ある。その際に，給与を含めた雇用条件等はＰＯＥＡ／ＰＯＬＯがチェックし，フィリピン人に不利

益がないことを確認している。マニラの送出し機関Ａでは技能実習生１人につき ２０ 万円の紹介料

が監理組合から支払われる他，移住労働者の支援やフィリピンの家族への対応として１人につき月

１万円程度の管理費が支払われている。Ａは ７００ 人の技能実習生を送り出しているため，それだけ

で月 ７００ 万円の収入があることになる。フィリピン政府は移住労働者の権利擁護に関して送出し機

関に責任を持たせているが，特定技能の場合，移住労働者は就労先を変更することもでき，直接雇
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図 3　特定技能　直接雇用の場合
出典：厚生労働省（2019），出入国在留管理庁（2019）および調査をもとに定松・小川作成

用も可能である。そのため，送出し機関がどこまで責任を持つべきか，そのためには管理費をいく

ら設定するのかをめぐって様々なアクターが攻防を繰り広げているのである（図４）。

今回の調査でインタビューした日本向け送出し機関は ８０ 団体余でグループを作っており，日本

の入管制度についての情報交換やレクチャー，日本の企業からの「人材斡旋」の依頼に対してグ

ループ内での配分など協力し合っていた。その中心的な人物である男性３人のうち２人は，元ミュー

ジシャンやダンサーとして来日した経験からエンターテイナーの送出し機関を設立し，現在は技能

実習生を送り出している。もう１人は日本で工場労働を経験し，ハラスメントや暴力が横行する労

働環境を知ったうえで，規律を重視した指導による選別をかけ建設や造船業への送出しをしている。

送出し機関は家族経営的な傾向もみられ，社長は元バンドマンで日本で働いた経験のある男性，そ

の娘が副社長で日本人と結婚しており頻繁にフィリピンと日本を行き来し，さらに孫が日本にいて

フィリピン大使館と密に連絡を取っているという事例があり，移民ネットワークを埋め込んだ移住

システムが世代を経て深化している。

４　特定技能の送出しをめぐる諸アクターの交渉：ベトナム

⑴　送出し後発国としてのベトナム

フィリピンと比較した場合，ベトナムからの送出しの歴史は短い。ベトナム戦争終了後，ベ

トナムからの人の移動は難民として欧米などに行く流れと，ソ連を中心とした経済相互援助会議

（ＣＯＭＥＣＯＮ：Council for Mutual Economic Assistance）のメンバーとしてソ連や東ヨーロッパに労働

送出し国
大使館 出入国在留管理庁

直接雇用契約

受入れ機関（介護施設）

出身国あるいは日本で試験
(技術, 日本語，介護の日本語 )

転職場の自由
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登録抹消 指導・監督
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者を送る流れが形成された。後者に対する労働者の送出しはベトナムの対外債務の返済に充てられ

た（Anh， ２００８）。１９８６ 年の改革開放政策であるドイモイ（刷新）とソ連の崩壊を経て，１９９１ 年には

労働・傷病兵・社会省（ＭＯＬＩＳＡ：Ministry of Labour, Invalids and Social Affairs）の傘下に海外労働

管理局（ＤＯＬＡＢ：Department of Overseas Labour）が設立され，ライセンスを取得した民間企業が

労働者の送出しを行うようになる。ベトナムの「労働力輸出」は経済発展と失業率の解消をもたら

すものとして期待され，社会経済政策の中心を占めるようになっていく。

ベトナム人労働者は，台湾，韓国，日本，マレーシア，ＵＡＥ，サウジアラビアなどで建設，機

械，電子，縫製，造船，農業，医療福祉等の分野で就労しているが，アンはベトナム人の海外就労

には２つの問題があると指摘する（Anh， ２００８）。第１に労使問題であり，第２に労働者の失踪である。

借金を抱え低賃金で働くベトナム人労働者は暴力や契約違反に遭遇するリスクが高く，言語や法律

の知識がないことが脆弱性に拍車をかける。劣悪な環境におかれ，経済的な目途が立たない中，家

族に対する責任から失踪してしまうケースがあるが，それがさらにベトナム人労働者を追い込むこ

とを指摘する。

⑵　送出し機関協会による行動規範

前述のフィリピンにおいては政府による送出しの制度化により，移住労働者の権利擁護が確立し

てきたが，ベトナムにおいても倫理的なリクルートメントと送出しのための取り組みが開始されて

いる。隣国と国境を接するメコン地域において人の移動は日常的に生じており，移住労働者に対す

る人権侵害に関しては十分に認識されてきた。国際労働機関 （ＩＬＯ）はベトナム政府と協力し，メ
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図 4　フィリピンにおける技能実習 「介護」 の募集・斡旋・雇用の関係
出典：調査により定松・小川が作成
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コン地域における移住労働者のリスクとコストを軽減し，その尊厳と利益を守り，送出し機関を規

制する法制度を確立するための取り組みを行ってきている。

そして，ベトナム送出し機関協会（ＶＡＭＡＳ：Vietnam Association of Manpower Supply）＊１１ という

業界団体がＩＬＯやＭＯＬＩＳＡの協力のもと，送出し機関の行動規範（code of conduct）を定めてい

る ＊１２。２０１８ 年，ベトナムでは ３６２ の送出し機関が ２９ の国と地域に １４ 万人のベトナム人労働者を

送り出している。そのうち ２００ 余りの送出し機関はＶＡＭＡＳに加入しており，そのほとんどが日本

向けの送出しを行っている。

２０１０ 年の初版から改定された ２０１８ 年版の行動規範は，より国際規範に沿っており，人権に対

する注意義務および努力（due diligence），ＩＬＯ条約に即した公正な募集と家事労働者条約（１８９ 号），

ＳＤＧｓ （Sustainable Development Goals， 持続可能な開発目標）特に目標８（適正な労働）と目標 １０（国

内および国家間の不平等の是正），そしてジェンダーに重点を置いて改正されている。行動規範の目的は，

送出し機関の責任を明確化し，ビジネスを透明化することでベトナム人移住労働者の雇用環境を改

善することである。行動規範には法的拘束力はないが，送出し機関が法令遵守し，強制労働や人身

取引を回避するための重要なツールとして位置付けられている。

行動規範には，法令遵守，ビジネス規範，募集広告，募集，研修，海外への送出し，海外で就労

する労働者の保護，契約，帰国と再統合，紛争処理，パートナーシップの構築，公正な競争という

１２ の条文があり，移住労働者の送出し，受入れ，帰国までの移住サイクルを包括的に網羅したもの

となっている。斡旋手数料については，「送出し機関は透明性と法令遵守，ジェンダー平等を守り，

労働者が送出し機関やその関係者に対して支払うサービスの対価については，自主的にあるいは同

意のもとで支払われることを保障しなければならない」（条文 ２．３）とあり，斡旋料の徴収に関する

説明責任を求めている。事前研修でセクハラや性暴力，リプロダクティブヘルスや特定の職種にお

けるジェンダー化されたリスクについて説明し，渡航先での支援機関のリスト（政府機関，労働組合，

市民団体）を提供し，救済措置について説明しなければならない（条文 ５．３）など，行動綱領にはベト

ナム人労働者が移住先でも適切な保護が受けられるよう，送出し機関の役割と責任が明確に記して

ある（小川， ２０２０）。ＶＡＭＡＳ （２０１８）はこの条文に基づいて送出し機関のモニタリングを行い，合計

点数により１～６の星のランク付けが行われ，ホームページで公開される。行動規範には法的拘束

力はないが，行動規範に従わない場合には，①警告を発する，②ＤＯＬＡＢや雇用主や在外ベトナム

大使館などの関係者に通報する，③送出し機関のリストからの削除を行う，などの措置がとられる。

ＤＯＬＡＢの担当者によれば，ベトナム政府は斡旋料の上限をＵＳ＄３６００ と定めているが，それ以

上の手数料を送出し機関が徴収していることが分かれば査察に入り，過重に徴収されていることが

証明されれば，認可を６か月間停止するという。さらに，同様のことが繰り返されれば，送出し機

関の認可は取り消される，と述べる ＊１３。

斡旋料に関しては，日本は労働者からの費用徴収の禁止を謳ったＩＬＯ１８１ 号を批准しており，ベ

トナム政府は上限額を定めているにもかかわらずベトナムからの技能実習生が支払う金額は ５０ ～

１００ 万円とも言われている。しかし，ＤＯＬＡＢの担当者は数年後には斡旋料に対する移住労働者の

負担をゼロにすることができるのではないかと言う ＊１４。需給関係から言えば，現在でもＥＰＡの候
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補者は政府がテレビなどで広報したとしても募集の人数を集めることは難しい。実際に ２０１８ 年度

のベトナムからの介護福祉士候補者の申し込みは募集定員 ３００ 名に対して １９４ 名にとどまり，求人

側の雇用契約締結率は３割程度であり，募集期間の延長が行われている（ＪＩＣＷＥＬＳ， ２０１９）。ベト

ナムもフィリピンと同様に送出し先は多極化しており，売り手市場である。ＤＯＬＡＢの担当者は

筆者らに対して「あなたたちが３年後か５年後にまたインタビューに来たら，もう斡旋料はゼロに

なったと報告できるかもね」と笑う。その場合には，斡旋料はフィリピンと同様に雇用主が負担す

ることになるのである。

ベトナムにおけるこのような取り組みに実効性があるかどうかについては今後の評価を待つし

かないが，その背景には，現代的奴隷制と呼ばれるグローバル化に伴う強制労働の増大に対する

国際的な関心の高まりがある。イギリスやオーストラリアでは現代奴隷制に対する法制化が進み，

ＳＤＧｓ ８．７ （強制労働や人身取引の根絶）に対する対策が国際機関や政府や市民社会によって開始され，

国連のビジネスと人権に関する指導原則も広がりを見せている。特にアジア太平洋地域においては，

借金を背負って働かされる強制労働が世界の強制労働の３分の２を占めており，政策の大きな関心

事となっている（ILO and Walk Free Foundation， ２０１７）。世界的に強制労働や奴隷労働を失くすとい

う国際規範が広がる中にＶＡＭＡＳによる行動規範も位置付けられている。

しかし，このような国際社会の動きに対する日本の政府と民間の反応は鈍い。日本の技能実習制

度はアメリカの人身取引報告書をはじめ，国連からもたびたび人身取引として改善を求められてき

た。政府は ２００４ 年以降，人身取引対策計画を策定しているが，これまで技能実習生で人身取引と

して認定されたケースは１件に過ぎない。そのケースは失踪して非正規滞在となり，仲介者に騙さ

れたケースであり，「合法的な」正規のルート下での認定ではない。

⑶　特定技能の送出しを遅滞させる要因としての移住システム

前述したように，ベトナムは送出し機関が技能実習生から多額の研修費等をとり，送り出してい

る。送出し機関は労働省の認定が必要で，２０１７ 年から始まった「介護」では，今まで実習生から

費用を取り過ぎているところや過酷な労働環境に耐えられず逃走する実習生が多かった送出し機関

を排除するために，１３ の機関のみを認定している。この認定の際に多額の費用が掛かったため，今

回の特定技能の送出し機関認定にもまた費用が掛かることで反対が起こっているという。この認定

費用がどうなるか不明瞭なこと，送出し機関に移住労働者保護の責任をどの程度持たせるかという

こと，技能実習制度の監理組合のように登録支援機関からの管理費の収入がないことなどが政府や

ＶＡＭＡＳで議論の争点となっている（図５）。

今回調査したのは，日系の送出し機関から同じ系列の登録支援機関を媒介とするルートであり，

現地の送出し機関が関わる事例もあることからあくまでも１つの事例としてあげておきたい。募

集に関して，前述のように現在ベトナムで人を集めるのは困難になってきているため，送出し機

関が大都市から車で２～３時間離れたところや地方の高校で説明会を開き，１８ 歳から ２５ 歳の候補

者を募集する。日本の施設の希望によって７割ぐらいが女性であり，大都市での８か月間の日本

語（Ｎ３程度）の学習と介護の研修が行われ，特定技能の試験を待っている状態である。費用負担は
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テキストのレンタル費用 ３２００ 円と生活費のみであるが，食費の月額１万円は大きな負担となって

いる。試験に合格すると，合格者と事業所のマッチングを行い，仮契約を結び，雇用主は１人につ

き １２０ 万円を送出し機関に支払う。この １２０ 万円には授業料，旅費，ビザ申請費用，健康診断など

ほぼすべてが含まれている。日本に着いてからのサポートは送出し機関と同じ系列の登録支援機関

が行い，雇用主が１人当たり月３万円を登録支援機関に支払う。これは相談窓口になるコールセン

ターの設置費用，通訳者の人件費，定期的な雇用・労働状況の訪問による確認，相談業務などが含

まれる。

ベトナムでもフィリピンと同様に日本の技能実習経験者やＥＰＡ帰国者がベトナムの送出し産業

に組み込まれている。特にベトナムの場合，ＥＰＡ帰国者が日本語と介護の授業を担当し，日本から

仕送りしていた額と同額ぐらいの所得を得ている。ＥＰＡの１期生の合格率は ９０％以上であったが，

今ではその多くが介護以外の職についているともいわれ，そのうちベトナムで看護職に戻った人は

いないという。日本での介護の専門的職業経験が，ベトナムでは技能実習や特定技能の介護労働者

を育成する技能となっている。

そして，何よりも問われなければならないのは，日本側の技能実習制度である。日本で「培わ

れた技能，技術又は知識（以下「技能等」という。）の開発途上地域等への移転を図り，当該開発途上

地域等の経済発展を担う「人づくり」に寄与するという，国際協力の推進」（ＪＩＴＣＯ， ＨＰ）と言っ

ているが，移転された技術は，日本の企業にとって都合のよい「人材」を送り出すノウハウでし

かない。２０２０ 年１月 ３１ 日現在，介護分野での特定監理団体（１号，２号の受入れのみ）は ４０５ 事業
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劣悪な職場・住環境の危険性。

図 5　ベトナムにおける技能実習 「介護」 の募集・斡旋・雇用の関係 
出典：調査をもとに定松・小川作成
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所 ＊１５，一般監理団体は ３２８ 事業所で合計 ７３３ であり，技能実習制度での受入れが進んでいる。介護

の労働市場は送出し国にはほとんど存在せず，フィリピン，ベトナム，ミャンマーなどへ何の技術

を移転するのか問われないまま，日本にとって都合のよい「労働力」受入れを続けている。低賃金

の期間限定労働者を求めるのを改め，日本における介護労働をディーセントワークにし，かつキャ

リア形成の展望をもてるようにすることをしなければ持続可能な介護体制とはならないのではない

か。

５　公正な移住システムにするためには

フィリピンとベトナムの移住システムは，市場媒介型のモデルを用いながら，政府が送出し機関

を規制することで移住労働者に対する責任を持たせるという政府規制型市場媒介移住システムと言

える。２つのシステムを比較した場合，フィリピンでは送出し機関に対する規制を厳格化し，海外

に労働局を置くという遠隔的な統治手法によって管理しているのに対して，ベトナムでは送出し機

関による規範形成とモニタリングや研修を行うという間接的な統治手法によって倫理的で安全な人

の移動を保障しようとしていると言える。

日本もまた政府規制型市場媒介移住システムの類型に位置付けられるが，政府の規制も移住労働

者への保護も弱い。そして，日本の監理組合等の利権が移住システムにおいて大きく影響を及ぼし

ている。監理組合や登録支援機関のいくつかのホームページからは，元政治家，厚生労働省・入管・

労働基準監督署等の天下りと思われる人々が関与しており，制度を策定し，熟知したうえで利権を

握っているとも読み取れる。すなわち，政官民複合移住産業が成立し，増幅する中で共依存関係が

生み出されているのである。「奴隷労働」（巣内， ２０１９）ともいわれる技能実習制度は送出し機関と監

理組合に利潤を生みだし，その移住産業を移住労働経験者の一部も増幅させているのである。

２０００ 年代までフィリピン人エンターテイナーの受入れを行ってきた日本人の元マネージャーは

「エンターテイナーの受入れの時には，まだ業界としてこれ以上やったらいけないという限度があっ

た」という。エンターテイナーの人たちにはきちんと働いてもらわないといけないため，お店とし

ても彼女たちが働きやすい環境を整えることをやっていた。それが現在の介護業界の受入れを見て

いると「今は何でもありで，限度が分かっていない」と警鐘をならす。社会保障費の抑制が続く中

で，日本の公的介護保険に支えられた介護労働は，介護の質に対する評価よりも，人員配置基準に

従って職員が配置されているかどうかが政策決定の場で重視されがちになってしまっている。その

ために，労働者が確保できず，人件費が十分にない場合に，命を支えるはずの労働が借金を背負い

転職ができない「奴隷労働」へと変容するリスクが内在しているのだ。

シアン（Xiang， ２０１２：６７）は，政府には国際移動を管理する移住産業が必要であり，違法な送出

し機関を罰することで正統性を維持し，「送出し機関がどのように金儲けをするかは国家がどのよ

うな秩序を形成するかによる」ことを指摘する。つまり，これまでの技能実習制度における利権が

新たな在留資格での移住労働の障壁となっており，日本の今までの外国人労働者受入れ政策こそが，

特定技能の展開を阻んでいるのである。現代奴隷制に対する世界的な関心の高まりや，ビジネスと
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人権における注意義務および努力による企業倫理に照らせば，移民政策なき日本の移住労働者受入

れのシステムは，国際人権基準を基盤としたスタンダードを大きく下回った出来の悪いものとなっ

ている。

２０１９ 年の世界経済フォーラムによるジェンダーギャップ指数において，フィリピンは８位と上位

国であり，特に管理職や技術職に占める女性の割合と教育は１位である。ベトナムは ７７ 位で，ほ

とんどの指標において １２１ 位の日本よりもはるかに高い。フィリピンのＰＯＥＡの海外就労規則の基

本原則には「海外就労をするフィリピン人労働者の権利と利益を適切に擁護するジェンダーに配慮

した方策を提供すること」と書かれている（ＰＯＥＡ， ２０１６b）。また，ＶＡＭＡＳの行動規範はＩＬＯの

家事労働者条約に基づいており，性暴力やリプロダクティブライツなどのジェンダー平等に基づい

た原則が貫かれている。ジェンダー平等の実現は国際社会における共通認識であるが，技能実習及

び特定技能の法律，政令，省令，告示，通知にはジェンダー平等という言葉はもとより，男女間の

賃金格差解消やセクシャルハラスメント禁止に関する言及もない。

日本よりもジェンダー平等が達成されている出身国からの移住労働者が，ジェンダー化された日

本社会の介護現場で就労する際には特に注意が必要である。日本介護クラフトユニオンの調査によ

れば，介護従事者のうちの７割以上が何らかのハラスメントを受けた経験があり，３割近くがセク

ハラに該当する行為を受けたことがあるという（村上， ２０１９）。その後，介護現場におけるハラスメ

ント対応マニュアルが作成されたが，介護職が安心して就労できるような職場環境がないところに

日本語や日本の法律を知らない移住労働者が就労することは多大なリスクを伴う。

筆者がハノイでインタビューした送出し機関の代表は，技能実習生に介護が追加されたとしても

参入するべきかどうか迷っているという ＊１６。介護は人が相手であり，これまでモノが相手であった

技能実習生の労働の在り方とは根本的に異なり，高度な日本語能力が要求される。他方，帰国した

ＥＰＡ介護士の話によればセクハラを経験したというので慎重にならざるを得ない，と述べる。

送り出し機関によれば，すでに大都市でのリクルートメントは難しく，地方でしか応募者を集め

られないという。移住労働者の権利保障はもちろんのこと，ジェンダー平等の達成とセクハラを含

めたハラスメントに対する対応なしに，移住介護労働者は安心して働くことはできない。介護現場

がジェンダー平等に基づいたディーセントな職場とならなければ，日本で就労したいという移住介

護労働者はいなくなる可能性が高い。

介護労働にキャリアパスを作り，在留資格を安定させ，移住労働者がケアされるという互酬性に

もとづいた包摂的な社会を築かない限り，日本の介護の未来は見えてこない。乱立する受け入れ制

度を専門性と待遇が見合った形で再構築し，日本人であれ外国人であれ介護職をどのように育てて

いくのかという長期的なビジョンと，人間の命と尊厳を支えるという介護の基本理念に基づいた政

策が求められている。

付記：本論文における調査は ２０１８ 年度日本経済研究センター研究奨励金・共同研究「アジアにおけるトランス
ナショナルなケア労働市場の形成」（研究代表者・小川玲子〔千葉大学〕），科学研究費補助金　基盤研究 （A） 
19H00607，科学研究費補助金　基盤研究 （B） 19H01578 の研究費によって行われた。調査に協力していただいた
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すべての方に，ここで謝意をしるしておきたい。

＊１	 ４つの在留資格は全て送出し国の看護学校でリクルートメントが行われているが，どの資格で来日するかによっ
て待遇もキャリア形成の機会も大きく異なる。国際保健機関（WHO）は，医療従事者の国際的なリクルート
メントに関する倫理規範を作成しており，医療体制が不十分な途上国からの看護師のリクルートメントには警
鐘を鳴らしている。（WHO Global Code of Practice on the International Recruitment of Health Personnel，
https://www.who.int/hrh/migration/code/practice/en/，November 18, 2019）

＊２	 ２０１９ 年 １０ 月 １１ 日神奈川県社会福祉士会「国際・多文化ソーシャルワーク研究会」でのはっぴねす事業協同組合
事務局次長兼川崎市国際介護人材サポートセンター長・松岡恵美氏による「外国人介護士受入れを巡る法改正と
支援のあり方」の講演による。

＊３	 ２０１９ 年８月インタビュー。
＊４	 フ ィ リ ピ ン 労 働 省 省 令 No. 106. （http://www.poea.gov.ph/laws&rules/files/Guidelines%20on%20the%20

Implementation%20of%20JITCO%20Program.pdf，December 14, ２０１９）
＊５	 フ ィ リ ピ ン 労 働 省 省 令 No. ２０１ 及 び No. ２０１-A（https://www.dole.gov.ph/news/department-order-201-19-

guidelines-on-the-deployment-of-workers-to-japan-under-the-status-of-residence-specified-skilled-worker/；
https://www.dole.gov.ph/news/do-201-a-19-verification-guidelines-on-the-deployment-of-workers-to-japan-
under-the-residence-status-specified-skilled-worker-pursuant-to-department-order-no-201-series-of-2019-
attachments-are-for/，December 14, ２０１９）

＊６	 特定技能フィリピン人とは，①入管法に指定された １４ 業種，②技能実習生，③他の在留資格からの変更，④特
定技能の在留資格で雇用主の変更を行う者を対象とする。

＊７	 法務省，特定技能に関する二国間の協力覚書（http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukoku 
kanri05_00021.html，２０２０ 年１月 １２ 日アクセス）

＊８	 安倍昭恵総理夫人のフィリピン・マレーシア訪問（https://www.mofa.go.jp/mofaj/s_sa/sea2/page25_000220.
html，２０１９ 年 １２ 月 ２０ 日アクセス）

＊９	 ２０１９ 年８月インタビュー。
＊１０	 例えば，１９９５ 年にシンガポールで家事労働者として就労していたフロール・コンテンプラシオンが殺人の容疑を

かけられ死刑にされたことで，両国の外交関係は数年にわたり冷え込んだケースがあげられる。
＊１１	 VAMAS の英訳は Vietnamese Association of Manpower Supply だが，ベトナム語訳は労働力輸出協会である。
＊１２	 行 動 規 範 の 全 文 は 下 記 の リ ン ク 参 照 の こ と。（https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-

bangkok/---ilo-hanoi/documents/projectdocumentation/wcms_626512.pdf，October 25, ２０１９）
＊１３	 ２０１９ 年９月インタビュー。
＊１４	 ２０１９ 年９月インタビュー。
＊１５	 事業所ごとに認可を受けるために多くなっているが，４０５ 件中 ３８０ 件は「ヒトタ協同組合」という同一の機関で

あり，岩手県社団医療法人啓愛会の井筒岳理事長が運営している監理団体であり，ミャンマー・ヤンゴンに関連
施設としてヒトタ日本語学校をもっている。

＊１６	 ２０１８ 年３月インタビュー。
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This paper analyses the migration systems in the Philippines and Vietnam, and identifies 

factors that hinder the mobility of migrant workers under the new Specified Skilled Worker 

(SSW) program. Transnational mobility entails a broader transformation within political, 

economic and social realms in both the sending and receiving countries. Labor migration 

policy cannot be unilaterally imposed without understanding the systems in the sending 

countries, along with the context within which they are situated. Here, we argue that 

state-regulated market-oriented migration systems function in two contradictory ways: 

they work to enhance the protection mechanism of migrant workers through direct and 

indirect governance; but at the same time, the profit-making structure formulated under the 

Technical Internship Trainee Program (TITP) hinders the shift towards SSWs in the sending 

countries. The current system grew out of Japan’s migration policy, which treats migrants as 

cheap labor without granting citizenship, and has failed to guarantee migrants’ human rights 

or ensure decent working conditions. Policies for care worker migration must be based upon 

the following elements: the fundamental principle of care to support the life and dignity of 

human beings; a long-term vision for developing the care workforce; career development; and 

the possibility for migrants to form families. In order to ensure transparency and trust for 

safe and orderly migration, it is paramount that systems be established in both the sending 

and receiving countries for monitoring and evaluating private recruitment agencies based on 

the international code of conduct for migration governance.
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